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身体障害者の社会的自立の促進を目的とし、経済的理由により高等学校、中等教育学校、特別支援

学校、大学、高等専門学校、専修学校又は各種学校、教員養成機関の学資の負担が困難な方で、選考に

より採用決定した方を対象に、学資（奨学金）を支給します。 

 

 

令和８年４月１日（水）から５月27日（水）まで（※当日消印有効） 
※本年度の申込みは、この期間外には受け付けません。 

            令和７年度以前に奨学金を受けた方が令和８年度に引き続き志願する場合も、 

申込みが必要です。 

 

 

(1) 本人又は保護者のいずれかが、市内に引き続き１年以上居住していること 

(2) 身体障害者手帳を持っていること 

(3) ２ページに掲げる学校等に在学し、社会的自立を目指していること 

※なお、学校種別によっては国公立学校の場合等、非該当となる要件があります。 

応募の前に必ず２ページをご確認ください。 

(4) 学業成績良好なこと 

前年度の全履修科目の評価の平均値が３．００以上。ただし、履修科目に体育または保健体育 

がある場合は、その評価を除くことができます。 

(5)  学資の負担が困難であると認められる世帯に属すること 

    志願者の生計を担っている最多所得者の年間所得額が市の定める所得基準額以下であること 

【参考：所得基準額表】 

※扶養親族等の数は所得申告で扶養親族として申告されている16歳未満の方も含まれます。 

※扶養家族数が５人を超えるときは、１人増すごとに380,000円を加算します。 

※その他、障害者控除等の諸控除があります。 

(6)  その他の要件 

   ア 年齢要件 

     申込年度中に60歳に達しない方を対象とします。 

   イ 学士等要件 

学士取得済の方が再度学士入学（編入学）するなど、同等の卒業資格を得る修学の場合は、真

に社会的自立を促進すると認められる場合のみを対象とします。 

 

扶養家族数 ０人 １人 ２人 ３人 ４人 

所得基準額  4,596,000円 4,976,000円 5,356,000円 5,736,000円 6,116,000円 

令和８年度 横浜市身体障害者奨学生 

募集要項 

１  応募要件 
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   ウ 推薦内容 

     学校等からの推薦調書等の所見欄に記載のない場合は、学力等を判断できないものとして対

象としません。 

 

 

  月額支給額以外に入学時又は進級時の支度金として、４月に限り 5,000 円の加算があります。 

なお、支給額（月額・加算額ともに）は、予算の範囲内での支給となるため、減額となる場合があり

ます。 

（※１） 「高等学校等就学支援金の支給に関する法律」の対象となる高等学校等のうち、国公立の普通科

は対象となりませんので、ご注意ください。 

学校等種別 
該当(○) 

非該当(×) 
支給月額(上限額） 

高等学校 

普通科 
国立及び公立 ×（※１） － 

私立 ○ 10,000 円 

専攻科及び別科 
国立及び公立 ○ 7,000 円 

私立 ○ 10,000 円 

中等教育学校 

後期課程 

普通科 
国立及び公立 ×（※１） － 

私立 ○ 10,000 円 

専攻科及び別科 
国立及び公立 ○ 7,000 円 

私立 ○ 10,000 円 

高等専門学校 

第３学年以下 

国立及び公立 ×（※１） － 

私立 ○ 10,000 円 

特別支援学校 

高等部 

普通科 
国立及び公立 ×（※１） － 

私立 ○ 

6,000 円 
専攻科及び別科 

国立及び公立 ○ 

私立 ○ 

大学 

(短大、大学院、専門職大・短大含む)  

国立及び公立 ○ 18,000 円 

私立 ○ 21,000 円 

高等専門学校 

第４～第５学年 

国立及び公立 ○ 18,000 円 

私立 ○ 21,000 円 

専修学校及び 

各種学校 

専修学校 

高等課程 

国立及び公立 × － 

私立 ○ 11,000 円 

専修学校 

専門課程（※２） 

国立及び公立 ○ 18,000 円 

私立 ○ 21,000 円 

その他 
国立及び公立 ○ 

11,000 円 
私立 ○ 

教員養成機関 
国立及び公立 ○ 18,000 円 

私立 ○ 21,000 円 

２  申込できる学校等及び支給月額 
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（※２） 専修学校専門課程は、次の要件を満たす場合に限ります。 

   「修業年限が２年以上であること」及び「課程の修了に必要な総授業時数が 1,700 時間以上であ

ること」 

 

 

各学校等における正規の修業年限内であって、令和８年４月から令和９年３月までの１年間 

 

 

採用決定を通知した後、指定の金融機関口座に１年間分（支給月額×12か月＋４月分に限り

5,000円以内の加算）の支給額を一括して振り込みます。 

 

 

志願者は学校等に書類を提出し、学校等から横浜市へ申込期間内に提出いただきます。 

(1)  志願者は、「身体障害者奨学生願書（第１号様式）」を記入のうえ、必要書類を準備し、学校長等

（大学の場合は学部長、研究科長/教員養成機関の場合は施設長でも可）へご提出ください。 

※様式は横浜市こども青少年局障害児福祉保健課及び 

各区役所（福祉保健センター）で配付しています。 

※横浜市ウェブページからもダウンロードできます。 

(2)  学校長等は、「推薦調書（第２号様式）」等を作成し、必要書類をまとめて、横浜市こども青少年局

障害児福祉保健課へ郵送にてご提出ください。 

※学校長等、学校等関係者の方は「学校等用書類」（８～10 ページ参照）をご確認ください。 

 

 

   新入学・転入学する方と在学生の方は必要書類が一部異なります。下表を参考に書類をご準備くだ

さい。提出書類に不足や不備があった場合は、再提出や追加提出をお願いすることがあります。 

なお、提出された書類は返却しませんのでご承知おきください。 

必 要 書 類 
令和８年４月から 

新入学・転入学する方 

令和８年３月以前 

から現在の学校等に 

在籍している方 

 身体障害者奨学生願書（第１号様式） ○ 必要 ○ 必要 

 身体障害者奨学生推薦調書（第２号様式） 

（現在籍校に記入いただく書類） 
○ 必要 ○ 必要 

 身体障害者奨学生推薦証明書（第３号様式） 

（前在籍校に記入いただく書類） 
○ 必要【注】 × 不要 

 成績証明書 

（前在籍校に発行いただく書類） 
○ 必要【注】 × 不要 

 住民票の写し 

（世帯全員分が掲載されているもの/続柄は有/マイナンバーの記載は無） 
○ 必要 ○ 必要 

🔍🔍横浜市 身体障害者奨学金 

で検索 

３  支給期間 

４  支給方法 

５  申込方法 

６  必要書類 
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【注】前在籍校を卒業して５年以上経過している等のために「推薦証明書」や「成績証明書」を発行できな

い場合、それに代えて「成績不発行証明書」（成績証明ができないことを証する学校所定の証明書

でも可）を提出してください。 

この場合は、現在籍校から入学後最初の成績が出たのちに、追加書類として 「推薦調書」をご提

出いただきます。そのうえで選考を行うため、決定の時期が遅れます。詳細はお問合せください。 

 

 

選考結果は７月ごろ（予定）に、在籍している学校等及び志願者本人に通知する予定です。 

    

 

   原則不要ですが、次のいずれかの特別な事由に該当する場合には奨学金の返還が必要です。 

・正当な理由がなく休学、転学、退学したとき 

・学業成績又は素行が著しく不良なとき 

・傷病その他の理由により、修学できる見込みがないとき 

・奨学金を必要としない理由が生じたとき 

・奨学生及びその保護者が、いずれも横浜市内に居住しなくなったとき 

・奨学生であることを辞退したとき 

・その他奨学生として不適当と認めたとき 

 

 

〒231-0005 横浜市中区本町６丁目50番地の10  

横浜市こども青少年局 障害児福祉保健課 身体障害者奨学金担当 

 

TEL：045（671）4278  FAX：045（663）2304 

メールアドレス kd-syogaijifukuho@city.yokohama.lg.jp 

  

 身体障害者手帳のコピー 

（志願者分のみ/氏名、番号、交付日、障害等級が分かるページ） 
○ 必要 ○ 必要 

７ 奨学生採用（不採用）の決定 

８ 本奨学金の返還 

９ 書類提出先・問合せ先 

mailto:kd-syogaijifukuho@city.yokohama.lg.jp
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★募集に際して、身体障害者奨学生願書（第１号様式）の所得基準を確認するための欄に関するお問合

わせをいただくことが多いため、よくあるお問い合わせを掲載します。 

 

 

 

A：「生計を同一にする方」とは 

  「志願者の生活費に充てる主な収入を得ている方の収入」で同じく生活を営む方のことです。 

 例① 家族のうち、遠方進学や単身赴任等で一緒に住んでいない方がいても、その方の生活費の大部分を

志願者と同じ主たる生計者の収入から出している場合は、生計を同一にする家族と考えます。 

 例② 志願者の親と祖父母の全員の収入を合わせて家族全員が生活する費用としている場合は、祖父母

も生計を同じくする家族と考えます。 

 

  「生計が同一でない方」とは 

 「志願者の生活費に充てる主な収入を得ている方とは違う方の収入」で生活を営む方のことです。 

 例 住んでいる家（住所）は同じでも、二世帯住宅で親世帯（志願者の祖父母）と子世帯（志願者の親）で生

活費を完全に分けており、志願者の生活費は志願者の親の収入から出ている場合は、祖父母は生計

を同じくする家族ではないと考えられます。 

 

願書の「志願者と生計を同一にする方」の欄には、志願者と生計を同一にしている方をすべて記載

してください。欄に入りきらない場合は、別紙により、提出をお願いします。 

なお、志願者本人の情報ならびに志願者本人のみの世帯の場合は記載不要です。 

 

 

 

A： 志願者と生計を同一にする方のうち、令和７年中（令和７年１月１日～12月31日）に給与収入が

ある、事業収入がある、年金（公的年金・障害年金・遺族年金等）収入がある、公的扶助（生活保護等）

を受けている、パート・アルバイト等の収入がある場合は「有」にチェックを入れてください。扶養に

入っているか否かは関わらず、収入がある場合は「有」にチェックを入れてください。 

なお、18歳未満の方や学生の方は「無」にチェックを入れてください。学生の場合は「職業」欄に

「学生」と記入するとともに、在学学校の校種（願書の２ページ目の注釈（※３）を参照）を記入してく

ださい。また、学校を卒業して令和８年度に就職したばかりの家族等（令和７年度時点で学生だっ

た方）も「無」にチェックを入れてください（その場合は学生であったことを「職業」欄に記入してく

ださい）。 

 

 

 

A: 市民税の課税状況等を調査する必要が生じた場合、同意をいただける方は横浜市が調査します。 

同意をいただけない方は、その方の所得にかかる令和７年度の課税証明書（令和８年６月以降に

取得可能）を、志願者が提出する必要があります。 

この場合、他の書類を申込期間中に提出し、令和８年６月以降速やかに当該年度の課税証明書を

追加で送付してください（送付が遅れると、支給が遅れる場合があります）。 

なお、志願者本人は、収入の有無に関わらず、市民税の課税状況等の調査の対象となりますので、

調査の同意について、チェックをしてください。 

志願者や生計を同一にする方に未成年者（18歳未満）がいる場合、調査への同意・不同意の意向

について、親権者等（法定代理人）の同意及び記名が必要です。 

同意する場合、親権者等の氏名を記名してください。 

 

その他ご不明な点等ございましたら、横浜市こども青少年局障害児福祉保健課へお問合せください。 

Q:「生計を同一にする方」とはどういったことを指しますか。 

Q：志願者と「生計を同一にする方」の欄の「収入の有無」の記載方法について 

Q：市民税の課税状況等の調査の同意について 
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志願者は学校等に書類を提出し、学校等から横浜市に申込期間内にご提出いただきます。 

 

(1) 志願者本人から学校等へ書類の提出 

志願者本人から募集要項の「必要書類一覧」のうち、志願者本人が準備する書類を受け取ります。 

 

(2) 「身体障害者奨学生推薦調書（第２号様式）」の作成 

「２ 推薦調書の作成上の注意」をご一読のうえ、記載例を参照し、書類を作成してください。 

 

(3) 書類の送付 

    必要書類が揃っていることを確認し、締切日までに以下【書類提出先】あてへ郵送にてご提出ください。 

   志願者が直接提出するのではなく、必ず学校等で取りまとめて提出してください。 

   選考結果は７月頃（予定）に、在籍している学校等及び志願者本人に通知する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)  在学生の場合（新入生ではない場合） 

   ア 学業成績について 

・学業成績の審査基準は、前年度の全履修科目の評価平均が３．００以上です。 

（ただし、履修科目に体育または保健体育がある場合は、その評価を除くことができます。） 

 

・前年度の各履修科目の成績及び全履修科目の評価平均（小数点以下第３位を四捨五入し、小数点以下

第２位まで）を記入してください。 

 

・科目が多く欄が足りない場合は、教科欄に「別紙のとおり」と記入し、別途学校等で用意する所定の成

績証明書を添付することも可能です。その場合、各履修科目の成績記入は不要ですが、「教科評価平均」

は記入してください。 

 

・成績証明書は前年度に取得した単位（教科）が分かるよう、補記してください。 

  

【締切日】 

令和８年５月 27日（水）（当日消印有効） 

【書類提出先】 

〒231-0005 横浜市中区本町６丁目 50番地の 10 

横浜市こども青少年局 障害児福祉保健課 身体障害者奨学金担当 

TEL：０４５－６７１－４２７８  ＦＡＸ：０４５－６６３－２３０４ 

横浜市身体障害者奨学生の出願手続きについて 

（学校等用資料） 

１ 出願手続きの流れ 

２ 推薦調書の作成上の注意 
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イ 所見欄について 

   ・学力所見、人物所見、家庭状況所見の欄を必ず記入してください。 

所見欄に記載のない場合は、学力等を判断できないものとして、選考の対象としません。 

・家庭状況に関する所見は、分かる範囲で結構です。 

 

(2)  新入生・転入生の場合 

ア 学業成績について 

・学業成績の記入欄は、記入不要です。前在籍校の発行する「成績証明書」を添付し、「別紙のとおり」と

記入してください。 

 

イ 所見欄について 

・前在籍校の発行する「推薦証明書」を添付してください。 

 

・前在籍校の発行する推薦証明書及び成績証明書を開封、ご確認いただき、所見に補足する必要がなけ

れば、「推薦証明書のとおり奨学生として適当と認め、推薦します。」と記入いただければ結構です。 

    

ウ 前在籍校から「成績証明書」及び「推薦証明書」が提出されない場合 

・卒業後５年以上経過等により前在籍校から「成績証明書」及び「推薦証明書」が提出されない場合は、

「成績不発行証明書」の添付が必要です。 

・後日、貴校における最初の成績が出てから、「推薦調書」に学業成績と所見を記入し、追加書類としてご

提出ください（学業成績欄及び所見欄の記入方法は「（１）在学生の場合」と同様です）。 

 

・追加書類としてご提出いただく「推薦調書」で選考を行うため、決定の時期が遅れます。詳細はお問合

せください。 

  

評 価 換算後の評価 評 価 換算後の評価 

１０ ５．０ ５ ２．５ 

９ ４．５ ４ ２．０ 

８ ４．０ ３ １．５ 

７ ３．５ ２ １．０ 

６ ３．０ １ １．０ 

評 価 換算後の評価 

秀またはＳ ５．０ 

優またはＡ ４．５ 

良またはＢ ３．５ 

可またはＣ ２．５ 

不可またはＤ ２．０ 

 ＜成績の評価換算について＞  

５段階評価で成績を記入してください。５段階によらない場合は、次の成績換算表により換算してください。

下記の成績換算が困難な場合は、学校長が全履修科目の評価が良好（全履修科目の評価の平均値が3.00以

上）であることの証明をする書類を提出してください。 

 

■ 10 段階評価の場合                   ■その他の評価の場合 
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(3)  その他 

・推薦調書の推薦者としての「学校長」名は、大学の場合は「学部長、研究科長」に替えることもできます。 

教員養成機関の場合は「施設長」名でも差し支えありません。 

 

・様式は横浜市こども青少年局障害児福祉保健課及び各区役所（福祉保健センター）で配付している他、横

浜市こども青少年局障害児福祉保健課ウェブページからもダウンロードできます。 

 

 

🔍🔍横浜市 身体障害者奨学金で検索 

 

 

 

 

・ご不明な点等ありましたら、「横浜市こども青少年局 障害児福祉保健課 身体障害者奨学金担当」まで

お問合せください。 

 

 

 

 

横浜市こども青少年局 障害児福祉保健課 身体障害者奨学金担当 

TEL：045（671）4278 FAX：045（663）2304 

メールアドレス：kd-syogaijifukuho@city.yokohama.lg.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二次元コード 

３ 問合せ先 



《奨学生願書 記載例１》

新学年を
記入

・国立
・〇〇市立/県立
・私立

専修学校専門課
程に在学の方は、
課程修了に必要
な総授業時数を
記入

学生の場合は在
学学校の校種
（願書の２ぺー
ジ目の注釈※３
参照）を記入

令和８年度に就
職したばかりの
家族等（令和７
年度時点で学生
だった方）は収
入を「無」に
チェックし、
「職業」欄に令
和７年度に学生
であった旨を記
入

公的扶助（生活
保護等）や年金
も含め、収入の
ある方は「有」
をチェック。
18歳未満の方や
学生は「無」に
チェック。
※扶養に入って
いるか否かは関
係ありません

無職でも公的扶
助（生活保護
等）や年金等の
収入があれば、
「有」をチェッ
ク。

志願者本人は、市民
税の課税状況等を確
認する必要がありま
す。調査の同意につ
いて回答し、志願者
氏名を記名してくだ
さい。

志願者や生計を同一にする方に未成年
者（20歳未満）がいる場合、調査への
同意・不同意の意向について、親権者
等（法定代理人）の同意及び記名が必
要です。
同意する場合、親権者等の氏名を記名
してください

同居か別居かは問わず、志願者と生計
を同一にする方（志願者の生活費に充
てる主な収入を得ている方の収入で同
じく生活を営む方）をすべて記載して
ください（欄に入りきらない場合は、
別紙により提出）。
志願者本人の情報ならびに志願者本人
のみの世帯の場合は記載不要です。

日付を記入
（作成日・学校へ
の提出日のどちら
でも可）
※提出締め切り日
以前であること

志願者と同じ場
合は「志願者と
同」と記入。

志願者が作成



記入は必須。
奨学金の希望理由
や、進路の希望な
どを具体的に記入

授業料等1年間にかかる学費を参考に記入

募集要項の学校等種
別ごとの支給月額
（上限額）の表
（※募集要項２ペー
ジ目参照）を確認の
うえ、奨学金の受給
希望額（月額）を記
入

月額支給額以外に、
入学時又は進学時の
支度金として４月分
に限り、5,000円以
内の額を加算して支
給することができま
す。加算希望額
（上限の5,000円以
内）を記入

志願者が作成《奨学生願書 記載例２》



日付を記入
※提出締め切り日以前で
あること

《推薦調書 記載例：在校生の場合》

学校長等の公印を押印

推薦調書の推薦者とし
ての「学校長名」は
大学の場合、「学部長/
研究科長」に替えるこ
とも可。
教員養成機関の場合、
「施設長」でも差し支
えありません。

科目が多く欄が足りない場合は、教科
欄に「別紙のとおり」と記入し、別途
学校所定の成績証明書を添付すること
も可能。
※その場合、各履修科目の成績記入は
不要ですが、「教科評価平均」は記入
してください。
また、成績証明書は前年度に取得した
単位（教科）が分かるよう、必要に応
じて補記してください。

小数点以下第３位
を四捨五入し、小
数点以下第２位ま
で記入。

前年度の各履修科目の成績及び全履修科目の成績
平均を記入してください。ただし、履修科目に体
育または保健体育がある場合は、その評価を除く
ことができます。

なお、成績は５段階評価で記入してください。５
段階によらない場合（10段階評価、秀～不可、Ｓ
～Ｄ等）は「成績換算表」（募集要項９ページ参
照）を参考に成績平均を算出してください。

【記載例の場合】
・S…5.0が６教科
・A…4.5が４教科
・B…3.5が１教科
・C…2.5が２教科
・D…2.0が１教科（体育及び保健体育は除く）

全履修科目評価の合計58.5
全履修科目評価の平均4.178…
小数点以下第３位を四捨五入 4.18

所見は３種類それぞれ
必ず記入してください。
※所見欄に記載のない場
合は、学力等を判断でき
ないものとして、選考の
対象としません。※家庭
状況に関する所見はわか
る範囲で結構です。

新学年を記入

現在籍校が作成



日付を記入
※提出締め切り日以前
であること

《推薦調書 記載例：新入生/転入生の場合》

学校長等の公印を押印

推薦調書の推薦者とし
ての「学校長名」は
大学の場合、「学部長
/研究科長」に替える
ことも可。
教員養成機関の場合、
「施設長」でも差し支
えありません。

「別紙のとおり」と記入。
（本市で前在籍校の推薦調書及び成績
証明書を確認します。）

※可能であれば、前在籍校の推薦調書及び成績証明書か
ら確認できる、前年度の各履修科目の成績及び全履修科
目（体育及び保健体育を除くことが可）の成績平均を記
入してください。

前所属校の「推薦証明書」
及び「成績証明書」を開封
のうえ確認いただき、所見
に補足する必要がなければ
「推薦証明書のとおり奨学
生として適当と認め、推薦
します」と記入いただけれ
ば結構です。
※前在籍校を卒業して５年
以上経過している等のため
に、「推薦証明書」及び
「成績証明書」が発行され
ず、「成績不発行証明書」
が提出されている場合は、
現在籍校で入学後、最初の
成績が出てから、後日追加
書類として推薦調書を提出
していただきます。

現在籍校が作成



第１号様式（第３条第１項）

身 体 障 害 者 奨 学 生 願 書 
  年 月 日

   （あて先）
  横浜市長 

 志願者氏名  

  身体障害者奨学生として奨学金の支給を受けたいので、次のとおり願い出ます。 

志

願

者 

ふりがな 生年月日 

（西暦） 年    月  日 氏  名 

身体障害者

手帳 

 第  号 

 年   月   日交付 

障害名 

障害等級  級 

現 住 所 
〒 

電 話（志願者に連絡可能な電話番号） （   ） 

在学学校 

※１

 立   校  科 第   学年 

所在地 

電  話 

〒 
入(転)学 

卒業予定 

（西暦）   年  月 

 年  月 

(専修学校の専門課程在学の場合のみ）課程修了に必要な総授業時数 時間 

志

願

者

と

生

計

を

同

一

に

す

る

方 

※

２ 

続

柄 

氏 名 

（志願者本人を除く）
生年月日（西暦） 

職 業 
（学生の場

合は在学学

校の校種※

３も記入）

収入の有

無につい

て、レを記

入してく

ださい 

収入のある場合のみ記入してください 

★調査の同意につい

て、レを記入してくだ

さい

現住所 
（志願者と同じ場

合は「志願者と同」

と記載)

ふりがな 

年 月 日 

□ 有

□ 無
□ 同意します

□ 同意しません

ふりがな 

年 月 日 
□ 有

□ 無

□ 同意します

□ 同意しません

ふりがな

年 月 日 
□ 有

□ 無

□ 同意します

□ 同意しません

ふりがな

年 月 日 
□ 有

□ 無
□ 同意します

□ 同意しません

ふりがな

年 月 日 
□ 有

□ 無

□ 同意します

□ 同意しません

★調査の同意について

□ 同意します □ 同意しません

（レを記入し、志願者の氏名欄に記名してください。 

志願者の氏名 

私は、上記すべての未成年者（20歳未満）の同意・不同意の意向について、同意します。 

（上記の同意・不同意者に未成年者がいる場合は、親権者等（法定代理人）による本欄への記名が必要です。

親権者等の氏名 

次ページに注釈（※１、※２、※３）の説明あり 

 私は、志願者の身体障害者奨学金の支給申請の手続きにおいて、自らの市民税の課税状況等を横浜市

が調査することに同意します。

➡

➡ 

➡

➡ 

➡



※１：在学する学校が専修学校である場合は、高等課程、専門課程及びその他のいずれかを記入してください。

※２：「生計を同一にする方」は、同居か別居かは問わず、志願者と生計を同一にしている方すべてを記載して
  ください。本欄に入りきらない場合は、別紙によりご提出ください。 

※３：在学学校の校種は次のとおりです。
小学校、中学校、高等学校、高等専門学校、専修学校（高等課程）、専修学校（専門課程）、短期大学、
大学、大学院  
（科目履修生・聴講生・研究生、専修学校【一般課程】、各種学校【予備校・職業訓練校・農業大学校等】
は除きます。） 

参

考

事

項

本

奨

学

金

を

希

望

す

る

理

由 

志

願

者

の

履

歴 

（中学校等に入学以降の学歴・職歴等） 

授業料等納付金 

（年額見込み）  円 

本奨学金の 

受給希望額 

月額希望額（規則第３条第１項で 

定める上限額以内）  円 

４月加算希望額（規則第３条第２項で 

定める上限額（5,000円）以内）  円 



第２号様式（第３条第２項）

身体障害者奨学生推薦調書 

 年  月  日

  （あて先）

横浜市長

  学校長   印

   次の者を、身体障害者奨学生として適当であると認め、推薦します。

氏 名
 在  学

 学校名等   部   科 年

学  業  成  績  学力所見 
  学年 

教科

単 
位
数

  年   年   年   年 

人物所見

家庭状況所見

教科評価

平   均

※成績 

※受付番号 

 備 考 ※選定番号 

（注意） １ 裏面の記入上の注意をよく読んでから記入してください。

 ２ ※印の欄は、記入しないでください。   （Ａ４）



 記 

 入 

 上 

 の 

 注 

 意 

 学 

 業 

 成 

 績 

１ 現在の学校に前年度在学している場合 

 現在、在学する学校における前年度の成績を記入してください。 

 単位制によるものは、単位数を併記してください。 

２ 新入学生又は転入生の場合 

 以前に在学していた学校の最終学年または前年度の成績を記入してください。

   単位制によるものは、全学年について記入し、単位数を併記してください。

   転入学の際の内申書記載のものを転記してもかまいません。

３ 成績表は、学校所定のものを使用されてもかまいません。 

４ 成績は、できるだけ詳細に記入してください。席次がある場合は、明記してください。 

 所 

 見 

 １ 前在籍校からの奨学生推薦証明書及び成績証明書を添付する場合（新入学生又は転入生の場合）は、

内容を確認のうえ、所見に補足する必要がなければ、「推薦証明書のとおり奨学生として適当と認め、

推薦します。」と記入してもかまいません。 

 ２ 家庭状況所見の欄には、家庭状況についての推薦者の所見のほか、願書に記入されていない事

  柄で生計状況を知る上で参考になることを記入してください。

 そ 

 の 

 他 

 １ 記入するに当たっては、必ずこの調書を使用し、他の用紙及び書類は、使用しないでください。

 ２ 必要事項を記入しない場合は、判定材料を欠くものとして不採用とすることがあります。



第３号様式（第３条第３項）

身体障害者奨学生推薦証明書 

  年  月  日

（あて先）

 横浜市長  様

 学 校 長  印

 次のとおり横浜市身体障害者奨学金支給規則第２条に該当するものと認め、証明します。 

 （現在の学校に前年度在学している場合は、本書類は提出不要です。）

推 薦 学 生

氏 名 等

 学校

  第 学年  氏名 

学業に関する

所 見

人物に関する

所 見

身体に関する

所  見

家 庭 状 況 に

関 す る 所 見

将 来 に 対 す る

総 合 的 所 見

 （Ａ４）



別紙１（第２条第３号） 

 

成績証明書不発行証明書 

 

  年 月 日 

 

（あて先） 

横浜市長 

 

                      学 校 名 

                      学校長名             印 

 

 

 次の者の成績証明書が発行できないため、横浜市身体障害者奨学金支給要綱第２条第３号

に基づいて提出します。 

 
 
 
 

１ 志願者名 

 

 

 

 

２ 在籍期間 

 

 

 

 

 ３ 成績証明書を発行できない理由 


	010_募集要項
	020_学校等用資料
	030_記載例
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4

	040_様式



